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平成 23年 12月 2日に東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法が公布されました。これにより、所得税の徴収義務者（法

人や個人の事業主等）は、平成 25 年 1 月 1 日から平成 49 年 12 月 31 日（25 年間）ま

での間に生ずる所得について源泉所得税を徴収する際、復興特別所得税を併せて徴収し

国に納付することとされました。 

① 源泉徴収すべき復興特別所得税の額は、源泉徴収すべき所得税の 2.1％とされて

います。本来の所得税と併せて徴収し、1 枚の所得税徴収高計算書（納付書）で

納付して下さい。 

② 毎月の給与や賞与については、平成 25 年分源泉徴収税額表（昨年末に税務署か

ら送られてきた新しい税額表）に基づき徴収して下さい。古い税額表は使用しな

いで下さい。 

③ 税理士、弁護士、司法書士、建築士等源泉徴収の対象となる支払金額等に対して

は、次のとおり計算した金額を徴収して下さい。 

源泉徴収すべき税額＝支払金額等×所得税率×102.1％  

通常所得税率 10%の場合は、支払金額×10.21％となります。 

例えば、毎月、税理士に顧問料を 35,000円（税抜き）払っている場合は、 

源泉徴収すべき税額＝35,000円×10.21%＝3,573円（円未満の端数は切り捨て）

となります。実際に払う金額は、35,000円×1.05（消費税 5%）－3,573円＝33,177

円となりますのでご注意下さい。詳しくは担当者までお尋ね下さい！ 
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明けましておめでとうございます。本年もよろしくお願いいたします。 

平成 25 年（2013 年）が貴社にとりまして素晴らしい年となりますよう職員一

同精一杯応援させていただきます。    竹市会計事務所 所長 竹市憲正 

復興特別所得税の源泉徴収について 


